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(約50産別)

■民間・ものづくり・金属５産別の「協議会」
1964年にIMF-JC(国際金属労連・日本協議会)として発足
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金属労協／JCMとは



１．人権DDに取り組む背景
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建設的な労使関係の構築

©2021 JCM

 企業活動のグローバル化により、日系企業が海外進出

 海外事業展開が進む中、進出国の急速な発展を相まって
海外現地事業体における労使問題も増加

将来に渡る永続的な事業発展のためにも
→海外での「建設的な労使関係の構築」を目指す



海外現法における結社の自由・団結権・団体交渉権に関わる労使紛争
「労使対等の下での交渉」が機能していないことから、日本の労使が迅速な解決

に向け支援。

現地の国内法が中核的労働基準を満たしていない場合、会社側勝訴が必ずしも会
社側の正当性を意味しない。

取引先で労使紛争が発生した場合も、関与すべき場合がある。
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＊日本の会社側に、組合経由の情報を提供、当該企業経由の情報との擦り合わせを促し、
相反する部分を再確認し、事実関係を明らかに。

＊現地の労使交渉が途絶えている場合、行政や裁判所の判断を待っている場合も、交渉再
開を促す。

＊日本の労使､日本と現地の産別組合､ＪＣＭなどが連携し､解決の道筋を。

１．人権ＤＤの実施に際し、労働組合が積極的に関わるべき分野



外国人材、とくに外国人技能実習制度
「日本人が従事する場合の報酬の額と同等以上」 など、適切な賃金・労働諸条件、

良好な職場環境・生活環境の確保に関与。
実習生や特定技能外国人が、母国の送出機関・仲介事業者に手数料や保証金とし

て多額の債務を負い、莫大な違約金の取り決めをしている場合には、速やかに解
消。

解消されない場合、当該の送出機関・仲介事業者を経由した
新規受け入れを取り止め。

実習制度については、自由な転籍を認めていない制度の活用自体、人権侵害とみ
なされる可能性も。

新興国や途上国の現法や取引先で外国人材を雇用している場合、①労働法制の脆
弱さ、②外国人、という二重の意味で、人権侵害発生リスクが増大。

6

１．人権ＤＤの実施に際し、労働組合が積極的に関わるべき分野



２．人権DDにおける労働組合の役割
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人権DDは、
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2．人権DDにおける労働組合の役割

人権ＤＤの最大の特徴
• 人権ＤＤは、企業が、

• ステークホルダーとの情報交換や協議を通じて、
• なかでも、取引先などバリューチェーン企業と相互に人権

の状況を点検し合い、人権確保を要請し合うことを通じて、
• その活動における人権侵害を撲滅する

仕組みである。



従業員・労働組合は特別な存在
従業員は事業活動の担い手。
人権確保には、現場の従業員の持つ情報の活用と従業員の積極的な行動が

不可欠。
従業員は、人権侵害の被害者にも加害者にもなり得る。
労働組合は、バリューチェーン企業の労働組合と密接な関係を構築。
グローバルなバリューチェーン全体での人権確保には、国際労働運動の

ネットワークを通じた情報が不可欠。
監査・認証サービス機関による情報を補完するため、労働組合経由のナマ

の情報が一層重要。
労働組合は、「社会正義を追求」し、「自由、平等、公正で平和な社会を

建設」する組織。
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2．人権DDにおける労働組合の役割



企業労使間での人権ＤＤにおける労働組合の主要な役割
人権ＤＤの「プロセス」への参画

• 社内横断的な「人権デュー・ディリジェンス委員会」などへの参画。
• 「プロセス」の制度設計・整備段階から参画。

苦情処理・救済システムへの参画
• 人権侵害の被害者の立場（被害者の代表・代理）に立って、情報提供・意見反映。

グローバル・バリューチェーンにおける人権侵害撲滅に向けた関与
• 労働組合のグローバルなネットワークの確立・活用
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2．人権DDにおける労働組合の役割



３．金属労協／JCMとしての
人権DDに関する取り組みについて

11



これまでの取り組み
2021年9月の定期大会において、「人権DDに関する労働組合の対

応を検討する」ことを掲げた2022-2203年度運動方針を確認。以降、
グローバル産業の労働組合としての人権DDに対する考え方を整理。
→ 金属労協／JCM : 運動方針 (jcmetal.jp)

2022年闘争方針における人権ＤＤへの対応に関する織り込み
→ 金属労協／JCM : 2022年闘争方針「2022年闘争の推進」 (jcmetal.jp)

組織内で、人権ＤＤに対する理解をより深めるためのWeb勉強会の
開催、入門用パンフレット作成・配布
→ 金属労協／JCM : 責任ある企業行動で明日を拓く―人権デュー・ディリジェンスってなに? (jcmetal.jp)

政府が2022年夏をめどに策定予定の企業に向けた人権DD「ガイド
ライン」に対する政府・政党、経団連等への要請・意見交換
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対政府・政党要請の実施
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2022年６月21日、金属労協の金子議⾧は
経済産業省の岩田政務官に対し要請を実施。

他、国民民主党政調会⾧、立憲民主党政調
会⾧、人権外交議連共同会⾧ILO議連事務局
⾧、関連各省庁にも要請や意見交換などを
実施。

→ 金属労協／JCM : 人権デュー・ディリジェンスに関し、経済産業省へ
の要請を実施（2022年６月21日） (jcmetal.jp)



対政府・政党要請の内容
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• 政府の作成する人権デュー・ディリジェンス「ガイドライン」では、労働組合の関与について
明記すること。

１．労働組合の関与

• 「ガイドライン」では、人権デュー・ディリジェンスの対象について、二次下請以降など、間
接的な取引先も含めた「バリューチェーン上の組織」、「企業のあらゆる種類のビジネス上の
関係先」を前提とすること。

２．人権デュー・ディリジェンスの対象

• 「ガイドライン」では、企業は国内法の水準を超えて国際基準を遵守するよう明記すること。

３．現地の労働法など国内法が、国際基準の要求水準を満たしていない場合の対応
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対政府・政党要請の内容



今後の取り組み

勉強会等のこれまでの取り組みは継続するとともに、

企業との協議・交渉等の際に、労働組合が参考にできる「労働
組合の対応ポイント」の作成。
2022年9月の大会にて報告予定。

海外の労働組合・各種機関等との意見交換・情報共有。
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ありがとうございました


